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Source: Goldman Sachs, “N‐11: More than an Acronym” (2007)

2025年/2050年の主要国GDP      Goldman Sachs [2007]
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2050年までの主要国GDP推移 Goldman Sachs [2007]

Currency Rate as of 2006

70兆7100億㌦

38兆5140億㌦

37兆6680億㌦

17兆2620億㌦

9兆3400億㌦

6兆6770億㌦

20兆0870億㌦

18兆4370億㌦

5兆5700億㌦

Source: Goldman Sachs, “N‐11: More than an Acronym” (2007)
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GS予測に基づく2050年までの国防費の推移

Currency Rate as of 2010

1兆8102億㌦

1兆1554億㌦

2兆1779億㌦

1兆5556億㌦

1兆0547億㌦

668億㌦

32.6倍

23.3倍

*Goldman Sachs(2007)及びストックホルム国際平和研究所(SIPRI)データベース(2010まで）を基に試算。2009年度の国防費の対
GDP比が2050年まで継続すると仮定。米国は4.7%(2009)とともに、国防費削減シナリオ3.0%を付加。中国は2.2%(SIPRI)とともに、
米国防総省試算(SIPRIの140%)を付加。



• IMF World Economic Outlook Database (IMF/WEO, 2011) の「名目GDP(2005-2010)」及び

「2011-2016予測値」（USD/constant price of 2010） 。

• 「2011-2016予測値」の5年間の平均成長率が JPN/USA/AUS/SIN（1人あたりGDP高位群）につ

いては2020年まで継続すると仮定。

• 「2021-2030予測値」については、ゴールドマン・サックス(GS, 2007)の試算に基づく名目GDPの長

期予測 (2020-2025)及び(2025-2030)を参照。ただし(GS,2007)の予測値と(IMF/WEO,2011)の
確定値(2010年）及び推計値(2015年)の誤差を反映させて修正。同誤差の割合が、2020年以降も

同様の割合で出現すると仮定して試算。

• CHN・KOR・ASEAN5 （IMF定義：インドネシア・マレーシア・タイ・フィリピン・ベトナム）はIMF/WEO
の5年間(2011-15)の予測値の平均成長率(X=N0)を基準として、(GS,2007)の2010-2030予測値

の5年毎の変動率を反映。

• なお、ASEAN5については、(GS,2007)のインドネシア・フィリピン・ベトナムの5年間成長率の変動

割合の平均値を参照し修正。（タイ・マレーシアについてはGS推計値が掲載されていない）

Source:  IMF World Economic Outlook Database (April 2011)
Goldman Sachs, “N-11: More than Acronym” (2007) 

GS modified ratio         X         
N0 (2011‐16)      IMF/WEO        11.38%
N1 (2015‐20)   = N0x83.55%      9.51%
N2 (2020‐25)   = N1x88.55% 8.41% 
N3 (2025‐30)   = N2x88.93%  7.48%

CHN Growth Model



Source: Goldman Sachs (2007) 

Source: IMF World Economic Outlook Databases (2011)
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長期経済見通し推計値(2017‐2030)

Source: International Monetary Fund (IMF), World Economic Outlook Database (April 2011)

IMF/WEO 確定値(2005‐2010) IMF/WEO 推計値(2011‐2016)

00
N0=11.38%

N1=9.51%

00 0000

N2=8.41% N3=7.48%



0.00

5,000.00

10,000.00

15,000.00

20,000.00

25,000.00

30,000.00

35,000.00

40,000.00

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

JPN
USA
CHN

日米中の名目ＧＤＰ 2010‐2030 Projection

Source: IMF World Economic Outlook Databases 2011 (Modified)
Goldman Sachs (2007) 

5兆4589億㌦

5兆8782億㌦

14兆6578億㌦

Currency Rate as of 2010

7兆3804億㌦

16兆1367億㌦

22兆2060億㌦

8兆4100億㌦

28兆4113億㌦

34兆6577億㌦

2025年ライン
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アジア太平洋主要国・地域の名目ＧＤＰ 2010‐2030 Projection

Source: IMF World Economic Outlook Databases 2011 (Modified)
Goldman Sachs (2007) 

Currency Rate as of 2010

5兆4589億㌦

5兆8782億㌦

14兆6578億㌦

7兆3804億㌦

16兆1367億㌦

22兆2060億㌦

8兆4100億㌦

28兆4113億㌦

34兆6577億㌦

IND>JPN(2027)

ASEAN5>JPN(2028)

10兆1439億㌦
11兆2240億㌦

アジア新興国・地域

ASEAN5 (IMF): Indonesia, Malaysia, Thailand, Philippines, Vietnam
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アジア新興国・地域の名目ＧＤＰ 2010‐2030 Projection

Source: IMF World Economic Outlook Databases 2011 (Modified)
Goldman Sachs (2007) 

Currency Rate as of 2010
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2025年ライン



0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

20052006200720082009201020112012201320142015201620172018201920202021202220232024202520262027202820292030

AUS

Singapore

KOR

USA

JPN

CHN

ASEAN5

IND

アジア太平洋諸国の1人あたり名目ＧＤＰ 2010‐2030 Projection

Source: IMF World Economic Outlook Databases 2011 (Modified)
Goldman Sachs (2007)
United Nations World Population Prospects, the 2010 Revision

Currency Rate as of 2010

13万1051㌦

8万4704㌦

7万8554㌦

6万9556㌦

2万4879㌦

1万6413㌦

7368㌦

KOR>JPN (2026)

KOR>USA (2028)

AUS>USA (2014)

12万4167㌦
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アジア太平洋諸国の国防費見通し
（試算方法について）

• ストックホルム国際平和研究所(SIPRI)のデータベースに依拠し、アジア太平洋諸国の2009年のド

ル建て為替レートによる換算データ(constant USD as of 2009)を比較対象とした。2009年の国防費

の対GDP比が2030年まで継続することを推計値の根拠としている。

• 中国の国防費の政府公表値については各国とは異なる基準値が採用されている可能性が高く、

その実態は政府公表値よりもはるかに高いという指摘がなされてきた。SIPRIも独自の算出方法に

よって、中国の実際の国防費を政府の公表値のおよそ1.5～1.6倍と見積もっている。

• 中国の国防費についてはSIPRIの推計値でさえも、その実態を低く見積もりすぎているという主張が

ある。例えば、米国防総省の2010年の中国軍事レポート『中国の軍事と安全保障の発展に関する

年次報告』によれば、中国の2009年の軍事費は「1,500億ドルを上回る」と推計されている。これは

およそSIPRIの同年の統計（約1,100億ドル）の約1.4倍に相当する。こうした可能性を勘案して、中

国の軍事力に関する年次レポートが推計する割合を参照し、SIPRIが算出した国防費の140％基準

とする【高位値】として同時に示すこととした。

• 米国も国防費を大幅に削減する構想が議論の過程にある。米国内でさらに軍縮圧力が著しく高ま

り、クリントン政権当時の、対GDP比3.0%(1999)にまで国防費が削減された場合として、【3.0％軍縮

パス】として同時に推計。

Source: Stockholm International Peace Research Institute (SIPRI), SIPRI Military Expenditure Database 2011
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Source: SIPRI Military Expenditure Database 2010 (Modified)

Currency Rate as of 2009
(% of GDP)

514億㌦
1,143億㌦

1,600億㌦

6,871億㌦

1兆437億㌦

6,662億㌦

4,970億㌦

3,550億㌦

738億㌦ 841億㌦

7,625億㌦

1兆675億㌦

8,523億㌦

1兆3353億㌦

米国高位パス(4.7%)

米国軍縮パス(3.0%)

中国高位パス(x1.4)

中国(2.2%）

日本(1.0%）

6.5倍

4.8倍

12.7倍

9.1倍

2025年ライン
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Source: SIPRI Military Expenditure Database 2010 (Modified)

Currency Rate as of 2009
(% of GDP)
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4,993億㌦
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Currency Rate as of 2009
(% of GDP)

IND>JPN (2014)

ASEAN5>AUS (2014)

Taiwan>AUS (2023)

KOR>JPN (2024)

ASEAN5>JPN (2025)

ASEAN5>KOR(2028)

3,143億㌦

1,319億㌦

1,236億㌦

841億㌦

663億㌦

393億㌦
319億㌦

2025年ライン



 「2050年」の力の分布

①中国70.71兆㌦

②米国38.51兆㌦

③インド37.66兆㌦

…⑧日本6.67兆㌦

 力の分布が大きく変化（a.超大国としての中国、b.米国の相対的パワーの低下、c.新興国の大国化、d.新興

国のパワー配分を反映しない国連の正当性低下）が想定される中で、現行の外交・安全保障政策の体系(b.

を基軸としながら、d.に正当性を求める)の有効性は低下する。その結果、日本の外交・安全保障秩序への自

律的対応は制約され、国際的影響力も低下し、国際政治の動きには受動的にしか対応できなくなる。

 中国は国際政治経済の中心的アクターとなり、世界の基軸通貨・貿易枠組み・安全保障体制で枢要な役割を

果たしている。対米関係を安全保障の基軸とする日本の安全保障は、米中関係の協調・対立に大きく影響さ

れ、対立時の自律的な政策決定の幅は著しく狭められる。

 通常戦力のバランスが中国側に有利になることから、米国の核兵器の役割はさらに増大する。米中の相互確

証破壊(MAD)の下での核拡大抑止（核の傘）への依存が深まる。

 「現在の延長線上」を想定すると・・・

【制度】

現行憲法（現行の解釈）・自衛隊法・国際平和協力法・官邸／外務省／防

衛省の組織体制が継続・日米安全保障条約・国連安保理常任理事国は不変

【政策】

低姿勢の防衛政策・日米安保体制堅持・国際平和協力に関与

【世論】

対外親近感(米国8割、中国2割)・ 日米安保への支持7割



 自由で開かれたグローバル化が達成され、力の配分を反映した国際組織（国連安保理・国際貿易・国際金

融）が組織され、日本と大国との関係（中国、米国、インド、ブラジル、メキシコ、ロシア、インドネシア）が良好

で、東アジアにおいては安全保障・経済・社会文化の相互依存と信頼が高まり（共同体化）、日本の国際的影

響力が担保されている。

 具体的「平和」の姿としては

① 大国間の協調（コンサート）が安定的に継続する

② 先進国と新興国との深刻な対立関係が解消されている

③ 主要国の力の配分に見合った国際組織（国連・貿易・金融・環境・エネルギー）が組織されている

④ 国際的な核不拡散体制が強化され（新NPT）核兵器がない（核兵器が大幅に削減された）が実現する

⑤ 世界中の国々が民主的で開かれた政治体制を採用する

⑥ 海洋・宇宙・サイバースペースが国際公共財（コモンズ）として位置づけられる

⑦ 宗教や政治的主義主張に基づく原理主義・過激主義が暴力をもたらさないようにする

⑧ 日本と周辺国との外交・安全保障関係が安定し、相互信頼関係が確立している

⑨ 日本が①～⑦の世界の主要目標に向けて主体的に参画している



 a.超大国としての中国、c.新興国の大国化に外交・安全保障政策の新しい展開を図る。a.については安全保

障秩序の基盤としての米中関係を支え、中国を責任ある大国として公平な国際秩序の維持に務めるよう促し、

日中関係を戦略的次元に高める。c.については、特にインド、ブラジル、メキシコ、インドネシア、トルコ、ベトナ

ム、フィリピンとの外交・安全保障・経済関係を総合的に強化する。

 アジア太平洋地域において安定的な「安全保障アーキテクチャ」を形成する。第１層としての同盟関係（二国

間＋α）、第２層としての機能的協力関係、第３層としての地域安全保障協力を有機的に組み合わせる。

 力の配分を反映した国際組織の新設・改組を推進する。G-20の枠組みはその先駆け。国連安保理の改組は

必須であり、現在のP5に加えて新興国と地域的代表性を踏まえた常任理事国の構成に変革する必要がある。


